
クラウドの可能性と市場拡大への取り組み
～産業特化型や社会インフラ向けサービスへの広がり

・光ファイバー等の高速通信回線の普及やサーバー仮想化技術の進展等により、クラウドコンピューテ
ィング（Cloud Computing：以下、「クラウド」）によるサービスが注目されている。自社内にサー
バーを設置するといったIT資産を「所有」することから、自社では資産を持たずデータセンター等か
らサービスを受ける「利用」形態へと移行しつつある。

・クラウドの利点としては、サーバー等をデータセンターに集約し、規模の経済性によって、設備導入
費等を低減させ、複数ユーザーでアプリケーションを同一のサーバー群の中で共有することで、維持
管理を含めてIT設備を安価に使用できること（「経済性」）、新たなサービスを開始する際に必要な
ときに必要な分だけ使うといった「利便性」があること、大量のデータを高速に解析することによる
サービスの高度化や、設備の集約化による電力消費量の削減が可能になること（「社会全体の効率化
」）、災害時でも防災機能が整ったデータセンターからのサービス提供が可能であること（「災害時
の安全性や対応等」※補論１参照）等が挙げられる（図表1-1）。

・サービスの提供方法として、全てのIT資産がサービス提供者の資産であるのが「パブリッククラウド
」であり、ソフトウェアを利用ニーズに応じて提供するSaaS、SaaSの開発・実行環境などのプラット
フォームを提供するPaaS、CPU・ストレージ等コンピューターのインフラを提供するIaaSといった形
態に分類される。一方、ユーザーがIT資産を所有しているのが「プライベートクラウド」であり、こ
ちらは自社が所有するサーバーにソフトウェア等を集約して利用すること等によりIT設備を効率的に
運用するものである（図表1-2）。

・クラウドの導入に対する米国、日本など13カ国（各国100人、計1,300人）での企業のIT担当者へのア
ンケートによると、既にクラウドによるサービスを「使用している」と答えた回答者は全体の18％で
あり、ブラジル（27％）、ドイツ（27％）、インド（26％）、米国（23％）等で高い導入率となって
いる（図表1-3）。

・また、ほとんどの企業は今後、３年以内に会社のデータやアプリケーションの一部をプライベートま
たはパブリ ククラウド上 保存または利用すると述べ おり クラウド化 の流れは 層進むもの

今月のトピックス No.159-1（2011年3月23日）

・光ファイバー等の高速通信回線の普及やサーバー仮想化技術の進展等により、クラウドコンピューテ
ィング（Cloud Computing：以下、「クラウド」）によるサービスが注目されている。自社内にサー
バーを設置するといったIT資産を「所有」することから、自社では資産を持たずデータセンター等か
らサービスを受ける「利用」形態へと移行しつつある。

・クラウドの利点としては、サーバー等をデータセンターに集約し、規模の経済性によって、設備導入
費等を低減させ、複数ユーザーでアプリケーションを同一のサーバー群の中で共有することで、維持
管理を含めてIT設備を安価に使用できること（「経済性」）、新たなサービスを開始する際に必要な
ときに必要な分だけ使うといった「利便性」があること、大量のデータを高速に解析することによる
サービスの高度化や、設備の集約化による電力消費量の削減が可能になること（「社会全体の効率化
」）、災害時でも防災機能が整ったデータセンターからのサービス提供が可能であること（「災害時
の安全性や対応等」※補論１参照）等が挙げられる（図表1-1）。

・サービスの提供方法として、全てのIT資産がサービス提供者の資産であるのが「パブリッククラウド
」であり、ソフトウェアを利用ニーズに応じて提供するSaaS、SaaSの開発・実行環境などのプラット
フォームを提供するPaaS、CPU・ストレージ等コンピューターのインフラを提供するIaaSといった形
態に分類される。一方、ユーザーがIT資産を所有しているのが「プライベートクラウド」であり、こ
ちらは自社が所有するサーバーにソフトウェア等を集約して利用すること等によりIT設備を効率的に
運用するものである（図表1-2）。

・クラウドの導入に対する米国、日本など13カ国（各国100人、計1,300人）での企業のIT担当者へのア
ンケートによると、既にクラウドによるサービスを「使用している」と答えた回答者は全体の18％で
あり、ブラジル（27％）、ドイツ（27％）、インド（26％）、米国（23％）等で高い導入率となって
いる（図表1-3）。

・また、ほとんどの企業は今後、３年以内に会社のデータやアプリケーションの一部をプライベートま
たはパブリッククラウド上で保存または利用すると述べており、クラウド化への流れは一層進むもの
と考えられる（図表1-4）。

52% have deployed cloud or plan to use cloud

34%:Have Plans
Planning to adopt cloud‐based
computing,  either by migrating
current on‐premises applications to the cloud 
or by purchasing software‐as‐a‐service

18%:Yes
Already using applications that have been 
deployed using cloud‐based computing

12%:No
There are no current plans or discussions about 
using cloud‐based computing in your company

26%:Hmm...
Debating the value of cloud‐based 
computing for our organization, 
without having made any decisions

10%:Not now
Considering implemening cloud ‐
based computing, but have rejected 
the idea for now.
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図表1-3 ユーザー企業におけるクラウドの導入状況 図表1-4 クラウドの利用を計画した場合、今後

３年間でどの程度の割合で導入するかについて

図表1-1 クラウドの利点

（備考）日本政策投資銀行作成

図表1-2 クラウドサービスの提供方法

クラウド

パブリック
サービス提供者のIT資産を利用

プライベート
ユーザー企業のIT資産を利用

SaaS(Software as a Service)：
サービス提供者のIT資産を利用したソフトウェアを提供

PaaS(Platform as a Service))：
SaaSの開発・実行環境などのプラットフォームを提供

IaaS(Infrastructure as a Service)：
CPU・ストレージなどコンピューターのインフラを提供

（備考）日本政策投資銀行作成

※企業単位では、パブ

リックとプライベートを

併用するケースも多い

と考えられる
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クラウドを利用した場合

サーバー等の設備やOS、ミドルウェア等の導入コストや維持管
理コストが安価であり、「利便性」等の理由により、投資を効
率的に行える。ビジネス成立の見込みが不透明でもトライアル
しやすい。

「拡張性」
（スモールスタート、
オートスケール、ピー
ク時対応等）

サーバー等を最小限の利用ではじめるといったスモールスター
トが可能であり、利用者の増大等に応じて規模を拡大できる。
また、ピーク時のみシステムを増強することもできる。

「即時性」
（調達時間の短縮）

各種ミドルウェアやアプリケーションが用意され、短期間で新
しいシステムやサービスを導入し、利用できる。

「環境負荷の低減」
サーバー等はデータセンターに集約されるため、効率的に運用
されるため、電力消費量を削減できる。

耐震設計や自家発電設備が整ったデータセンター内にサーバー
等があり、バックアップもあるため、組織の事業継続を支える
ソリューションの１つとなる。自社が被災を受けた場合でもIT
システムを迅速に構築できる。

「災害時の安全性や対応等」

大規模分散処理技術により、大量データ処理を高速に行うこと
ができ、高度なサービスを提供するシステムを構築できる。

クラウドのメリット

「経済性（コスト）」
（サーバーの導入・維持管理等コストが安価）

「社会全体の効率化」

「利便性」

「大量データの処理」

（備考）ともにCisco Systems資料（10年12月）により作成



２．クラウドコンピューティング市場の動向

・システムインテグレーション（以下、「SI」)事業等を行う企業の事業環境は、ユーザー企業のIT関
連投資が鈍いことから、厳しいものとなっている。ユーザー企業は、円高等の理由から経済の先行き
不透明感がぬぐえておらず、費用削減を優先しIT投資に慎重になりつつあることが理由の１つとして
考えられる。また、自治体の財政難の影響で自治体関連のビジネスも低調で、少ない案件を巡り価格
競争が激化している模様である。

・今後、SI関係市場は全体では緩やかな伸びのなか、従来型のSI業務からクラウドによるサービス提供
への移行が加速するであろう。この市場に占めるクラウドの割合は2010年の8.2％から2015年には
24.9％に拡大すると予測されている（図表2-1）。

・そうした状況下で、SI事業等を行う国内情報サービス企業の11年度の重点施策として、成長市場と見
込まれるクラウド市場への参入を掲げる企業が多くなっている。クラウド事業の立ち上げを考える事
業者は全体の８割近くまで上昇しており、各社が同事業へ乗り出す模様である（図表2-2）。

・ただし、クラウド市場は、インターネットサービス企業がパブリッククラウドサービスを提供する等
、既存のSI企業のみならずハードウェア会社、通信事業者等様々な企業が参入しており、競争環境は
厳しいものと予測される。各企業は自社の優位性をどう活かしていくか等の成長戦略を考えていくこ
ととなろう（図表2-3）。

・クラウドは「経済性」に加え、「利便性」、「社会全体の効率化」、「災害時の安全性や対応等」に
優れていることから、クラウド提供企業は、例えば中堅・中小であまり導入が進んでいないというユ
ーザー企業内の収益を向上させる戦略的投資や災害時における事業継続性確保のニーズを開拓したり
、個々の産業や特定の社会インフラに特化したサービスをクラウドにより効率化し、付加価値を向上
させるといった新規の市場を育成する必要があろう（図表2-4）。

0 10 20 30 40 50（社数）※回答企業50社による

図表2-2 国内情報サービス企業の11年度重点施策
図表2-1 SI関係市場予測
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・システムインテグレーション（以下、「SI」)事業等を行う企業の事業環境は、ユーザー企業のIT関
連投資が鈍いことから、厳しいものとなっている。ユーザー企業は、円高等の理由から経済の先行き
不透明感がぬぐえておらず、費用削減を優先しIT投資に慎重になりつつあることが理由の１つとして
考えられる。また、自治体の財政難の影響で自治体関連のビジネスも低調で、少ない案件を巡り価格
競争が激化している模様である。

・今後、SI関係市場は全体では緩やかな伸びのなか、従来型のSI業務からクラウドによるサービス提供
への移行が加速するであろう。この市場に占めるクラウドの割合は2010年の8.2％から2015年には
24.9％に拡大すると予測されている（図表2-1）。

・そうした状況下で、SI事業等を行う国内情報サービス企業の11年度の重点施策として、成長市場と見
込まれるクラウド市場への参入を掲げる企業が多くなっている。クラウド事業の立ち上げを考える事
業者は全体の８割近くまで上昇しており、各社が同事業へ乗り出す模様である（図表2-2）。

・ただし、クラウド市場は、インターネットサービス企業がパブリッククラウドサービスを提供する等
、既存のSI企業のみならずハードウェア会社、通信事業者等様々な企業が参入しており、競争環境は
厳しいものと予測される。各企業は自社の優位性をどう活かしていくか等の成長戦略を考えていくこ
ととなろう（図表2-3）。

・クラウドは「経済性」に加え、「利便性」、「社会全体の効率化」、「災害時の安全性や対応等」に
優れていることから、クラウド提供企業は、例えば中堅・中小であまり導入が進んでいないというユ
ーザー企業内の収益を向上させる戦略的投資や災害時における事業継続性確保のニーズを開拓したり
、個々の産業や特定の社会インフラに特化したサービスをクラウドにより効率化し、付加価値を向上
させるといった新規の市場を育成する必要があろう（図表2-4）。

12

19

14

18

26

32

30

10

13

14

21

24

30

39

0 10 20 30 40 50

その他

パッケージ販売

マネジメントサービスの取組

アウトソーシング事業の拡大

コスト削減

サービス事業へのシフト

クラウド事業の立ち上げ

2010年12月

2009年12月

（社数）※回答企業50社による

アンケート

図表2-2 国内情報サービス企業の11年度重点施策

（備考）電波新聞社資料により作成

図表2-1 SI関係市場予測

1.4%

6.8%

75.9%

15.9%

従来型ITサービス

プライベートクラウド

パブリッククラウド

その他

2010年：11兆5,904億円

2.7%

19.1%

3.1%

60.5%

14.6%

従来型ITサービス

プライベートクラウド

パブリッククラウド

その他

クラウドによる

新規市場

2015年：11兆9,727億円

（備考）富士キメラ総研資料により作成

図表2-4 クラウド市場拡大への取り組み
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図表2-3 クラウド市場への参入企業イメージ

（備考）日本政策投資銀行作成
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活用場所 例

ユーザー企業の新たな

投資の開拓

ユーザー企業内の収益向上等の戦略的投

資や災害時の事業継続性ニーズの開拓

ビジネスインテリ

ジェンス、BCM等

データを蓄積し、学習することで個々の

産業に特化したサービスを高度化
農業、医療、教育等

データを蓄積し、学習することで特定の

社会インフラ等を効率化

社会インフラ

等

エネルギー、環境、

防災、交通等

ユーザー企業

市場拡大への取り組み

クラウドによる新規市

場の創出



３．ユーザー企業の新たな投資の開拓

・クラウドを含めたSI関係市場全体の伸びが緩やかなものになると予測されるなか、SI企業等のクラウ
ド提供企業は、ユーザー企業の新たな投資ニーズを開拓する必要がある。ユーザー企業に対して、ク
ラウドによるコスト削減に加え、企業の競争力を強化するような戦略的なIT投資や災害時の事業継続
性を確保するための投資（BCM：Business Continuity Management）等を促すことが求められる。

・従来のシステムやソフト開発では、ユーザー企業は実際にITシステム等を開発・導入してみなければ
、その効果の把握は難しい面があったため、開発のプロセスや成果に対する評価は不透明になりがち
であった。しかし、クラウドでは「拡張性」（スモールスタート）等の利点により、少額の費用で導
入効果についてある程度可視化することが可能となり、システム導入のメリットが実際に確認しやす
い。ユーザー企業の収益を向上させるような戦略的なIT投資のニーズをより具体的に汲み取りやすい
ものと考えられる。

・しかしながら、日本のユーザー企業はIT投資について、イニシャルコストやランニングコストの削減
を重視しており、クラウドに対しても同様の期待が大きいようである。コスト削減は重視されるべき
ことではあるが、国際的にみると、国内企業は企業競争力の強化、変革力の創造といったものに対す
る意識が他国よりも低い傾向にある（図表3-1）。

・近時の動きをみると、世界の中堅・中小企業のIT投資意識は「戦略的な投資」が増加し、コスト削減
の意識は減少している（図表3-2）。今後は国内外問わず、スマートフォンやiPad等のメディア・タ
ブレットといったスマート・ワイヤレス・デバイス（SWD）の普及により、クラウドに適した環境整
備が確実に進展していくなか、日本の中堅・中小企業による戦略的なIT投資等のニーズが開拓されて
いくことが期待される（図表3-3）。クラウド提供企業は、こうした外部環境の進展にあわせて、個
々のユーザー企業のニーズにあったサービスを提案できる力をつけていくことが求められる。

・ユーザー企業においては、システムを企業管理外へ構築することになり、クラウド自体に問題が起き
た場合の原因追及には困難が伴うため、セキュリティ等には十分留意することが必要であろう。
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・クラウドを含めたSI関係市場全体の伸びが緩やかなものになると予測されるなか、SI企業等のクラウ
ド提供企業は、ユーザー企業の新たな投資ニーズを開拓する必要がある。ユーザー企業に対して、ク
ラウドによるコスト削減に加え、企業の競争力を強化するような戦略的なIT投資や災害時の事業継続
性を確保するための投資（BCM：Business Continuity Management）等を促すことが求められる。

・従来のシステムやソフト開発では、ユーザー企業は実際にITシステム等を開発・導入してみなければ
、その効果の把握は難しい面があったため、開発のプロセスや成果に対する評価は不透明になりがち
であった。しかし、クラウドでは「拡張性」（スモールスタート）等の利点により、少額の費用で導
入効果についてある程度可視化することが可能となり、システム導入のメリットが実際に確認しやす
い。ユーザー企業の収益を向上させるような戦略的なIT投資のニーズをより具体的に汲み取りやすい
ものと考えられる。

・しかしながら、日本のユーザー企業はIT投資について、イニシャルコストやランニングコストの削減
を重視しており、クラウドに対しても同様の期待が大きいようである。コスト削減は重視されるべき
ことではあるが、国際的にみると、国内企業は企業競争力の強化、変革力の創造といったものに対す
る意識が他国よりも低い傾向にある（図表3-1）。

・近時の動きをみると、世界の中堅・中小企業のIT投資意識は「戦略的な投資」が増加し、コスト削減
の意識は減少している（図表3-2）。今後は国内外問わず、スマートフォンやiPad等のメディア・タ
ブレットといったスマート・ワイヤレス・デバイス（SWD）の普及により、クラウドに適した環境整
備が確実に進展していくなか、日本の中堅・中小企業による戦略的なIT投資等のニーズが開拓されて
いくことが期待される（図表3-3）。クラウド提供企業は、こうした外部環境の進展にあわせて、個
々のユーザー企業のニーズにあったサービスを提案できる力をつけていくことが求められる。

・ユーザー企業においては、システムを企業管理外へ構築することになり、クラウド自体に問題が起き
た場合の原因追及には困難が伴うため、セキュリティ等には十分留意することが必要であろう。

図表3-2 世界の中堅・中小企業のIT投資意識の変化
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図表3-1 クラウドが企業にもたらす価値について
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図表3-3 SWD（スマートフォン、メディア・タブレット）の普及予測
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※当予測は世界市場におけ

るエンドユーザー向け販売

台数である。ここでいうス

マートフォンはオープンOS

（Blackberry OS、iOS、

Symbian、 Android、

Windows等）によるもの。メ

ディア・タブレットは、多

様なコンテンツに対応して

おり、PC向けに開発された

OSよりも軽量な組込み機器

向けOSを搭載するタッチス

クリーン型の端末である。
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（備考）スプリングボードリサーチ及びVMware資料（10

年12月）により作成

（備考）IBM Inside the Midmarket: A 2011 Perspective（11年1月）
(http://www-304.ibm.com/businesscenter/cpe/download0/212133/Inside_the_Midmarket__Global_Report.pdf）

により作成



４．クラウドによる新規市場の創出

・ITシステムのすべてがクラウド化されるわけではないが、今後、社会全体でクラウドが使われる領域
は広がるものと思われる。クラウド上のサーバーには、従来とは桁違いに大量の情報（ビッグデータ
）が集約・蓄積されることになる。クラウドの巨大なコンピューティングパワーにより、ビッグデー
タを迅速に分析、処理することが可能となるため、データを活用した新しいサービスの創出が期待さ
れる。データを活用すること自体は既存のシステムでも可能だが、クラウドを活用すれば情報処理能
力は飛躍的に向上する（図表4-1）。

・クラウドの活用により、例えば農業分野では様々なデータを用いて、個々にとって効率的な農薬の散
布量を瞬時に算出したり、防災分野では公共構造物にセンサーを搭載し、データを集約することで都
市の安全を確保するシステムを構築することが可能となる。日本は高齢社会を迎えていることや公共
構造物の経年化対応を迫られている等の理由から課題先進国という位置づけにあるといえる。このよ
うな日本特有の経験値や課題をもとに他国に先んじて、かかる課題を解決するようなシステムを構築
できれば、国際競争力のある大きな強みになろう。

・そのなかで、各社とも農業や教育等の産業に特化したものや、公共構造物や防災等の社会インフラと
いったこれまでIT化が進んでいない領域に対してもIT化の広がりを期待し、様々な情報連携により新
しいサービスを創出する取り組みを始めている（図表4-2）。

図表4-1 ビッグデータ活用のプロセス
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・ITシステムのすべてがクラウド化されるわけではないが、今後、社会全体でクラウドが使われる領域
は広がるものと思われる。クラウド上のサーバーには、従来とは桁違いに大量の情報（ビッグデータ
）が集約・蓄積されることになる。クラウドの巨大なコンピューティングパワーにより、ビッグデー
タを迅速に分析、処理することが可能となるため、データを活用した新しいサービスの創出が期待さ
れる。データを活用すること自体は既存のシステムでも可能だが、クラウドを活用すれば情報処理能
力は飛躍的に向上する（図表4-1）。

・クラウドの活用により、例えば農業分野では様々なデータを用いて、個々にとって効率的な農薬の散
布量を瞬時に算出したり、防災分野では公共構造物にセンサーを搭載し、データを集約することで都
市の安全を確保するシステムを構築することが可能となる。日本は高齢社会を迎えていることや公共
構造物の経年化対応を迫られている等の理由から課題先進国という位置づけにあるといえる。このよ
うな日本特有の経験値や課題をもとに他国に先んじて、かかる課題を解決するようなシステムを構築
できれば、国際競争力のある大きな強みになろう。

・そのなかで、各社とも農業や教育等の産業に特化したものや、公共構造物や防災等の社会インフラと
いったこれまでIT化が進んでいない領域に対してもIT化の広がりを期待し、様々な情報連携により新
しいサービスを創出する取り組みを始めている（図表4-2）。

図表4-2 各社の主な取り組み

（備考）日本政策投資銀行作成

図表4-1 ビッグデータ活用のプロセス
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企業名 新規分野への取組 推進体制

富士通

【産業に特化したもの】
（農業クラウド）栽培管理や経理ができるシステムにより農家やＪＡを支援。
（医療（ヘルスケア・クラウド））地域ごとの医療機関で電子カルテを共有すること
から、今後、カルテの内容によって、得意分野ごとに病院が治療の役割分担ができる
ようなシステムを目指す
【社会インフラ】
（防災）公共構造物等へセンサーを搭載し、「自律的な網の構築」「大量センサー情
報の効率的な処理」「多種多様なセンサーの一元管理」をおこなう
（交通）全国の自動車から様々な情報を収集して、渋滞情報や運転サポートの情報を
提供するといったプロジェクトを進める

クラウドビジネス企画本部、クラウドビジネスサポー
ト本部等に加え、09年12月、現場に密着した業種/業務
ノウハウをクラウド構築のために集約する「クラウド
アーキテクト室」と集めたノウハウをインフラ上に
ポーティングしてすぐに実行できるようにする役割を
持つ「クラウド実装・検証センター」を設置

日本電気

【産業に特化したもの】
（医療）トータルヘルスケアシステム、地域医療情報の連携システム、がん画像診断
システムへの取組等
【社会インフラ】
（公共施設）高度交通情報システム、水道や電気といったインフラの監視や制御シス
テムへの取組等
（環境・エネルギー）電気自動車分野でのクラウドと急速充電器の連携（課金決済シ
ステムや運用管理等）や積水化学工業と提携し、HEMS（ホームエネルギー・マネジメ
ント・システム）への取組（スマートグリッド分野を視野）

10年10月、「クラウド戦略室」を設置し、当社の総合
力でクラウドサービスを拡大する方針

日立製作所

【社会インフラ】
社会インフラの開発に携わってきた強みを活かし様々な領域を融合しつつ、新たな社
会インフラの創出に取り組む方針。「ログ情報」「センサ」「LSI情報」「スマート
コミュニティ」との連携を有望視

10年6月、クラウド事業統括本部を設置し、日立グルー
プ一体となってクラウド事業を推進

日本IBM
【社会インフラ】
（環境・エネルギー分野）10年4月、北九州市の「次世代エネルギー・社会システム
実証実験」に参画（スマートグリッド）

研究開発では交通システム、エネルギー、医療システ
ム等を重点分野に研究開発を推進

NTTデータ

【産業に特化したもの】
（医療）慢性疾病の管理など患者を中心とした地域ぐるみの連携システムと医療情報
連携プラットフォームを軸に、地域連携EHRを実現するとともに、この取り組みを健
康・医療・福祉・介護に関わるクラウドサービスに発展させる

11年2月、「スマートビジネス推進室」を設置。社会イ
ンフラを支える新たなITプラットフォームサービスの
検討・構築を開始し、エネルギー消費の拡大、都市へ
の人口集中、少子高齢化などの社会的な課題を解決す
るための社会システムの構築に注力

野村総合研究所

【社会インフラ】
オーストラリアの公的研究機関「NICTA」と提携し、インフラビジネスにおけるICT活
用の研究を進めている。「ITS（高度道路交通システム）」「スマートグリッド（次
世代電力網）」「水供給管理」「農業」の4分野に注力

09年10月、システムのコンサルティングや構築・運用
で培った業務知識やノウハウを活かして、クラウドの
導入を支援するコンサルティングサービスを開始



５．市場拡大への取り組み（今後、求められる人材や組織等について）

・多種多様な企業がクラウド市場への参入を進めるなか、米国等の海外企業によるクラウド関連企業の
買収や研究開発の動きが活発化している（※補論２参照）。国内企業は海外企業の動きを十分に認識
し、他企業との効果的な連携も視野に入れつつ、自社の持つ強み（例えば課題先進国としての先進的
な試み）を活かしたサービスを創出するといったことが必要であろう。

・クラウド提供企業では様々なクラウドサービスをインテグレートする人材やユーザー企業の戦略的投
資ニーズ等を開拓する人材、大量のデータを活用する人材等を国際的な視野で育成する必要がある。
他方、ユーザー企業側でもITを活用して、ビジネス自体を高度化することのできるCIOの育成等が求
められる（図表5-1）。既に国内企業の一部では海外案件の開拓や国内ユーザー企業の海外進出に伴
うシステム構築のため、欧米やアジアで活躍できる人材の育成強化を進めており、今後の展開が期待
される（図表5-2）。

・政府にはクラウド提供企業やユーザー企業の事業環境を整える制度設計が求められる。そのためには
、個人情報保護の問題、クラウド提供企業の事業継続性を補完する仕組みや国際間でのデータセンタ
ーのデータ保護についてのルール作り等の課題を克服していく必要があろう。

・また、国内企業からは、海外のクラウドに関する企業買収や研究開発の最新動向等の適切な情報を一
元的に把握し、提供できる機関が必要といった声もある。今後、産業に特化したクラウドや、クラウ
ドによる社会インフラの効率化といった新規市場を創出するためにも、官民一体となった推進体制を
構築する必要があるといえよう。

・そうしたなかで、企業、団体、業種の枠を超え、わが国のクラウドによるサービスの普及・発展を産
学官が連携して推進する組織 「ジャパン・クラウド・コンソーシアム」が10年12月に設立された（
図表5-3）。

・当コンソーシアムは、クラウド関連企業・団体等によるクラウドサービスの普及・発展に向けた様々
な取り組みについて、横断的な情報の共有、新たな課題の抽出、解決に向けた提言活動等を行うこと
を目的としている。6つのワーキンググループにより、3年間を目処に課題認識や導入効果について検
討 く 定 ある 個 企業だ 難 社会 等 新規 ビ 実証実験 場
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会社名 主な施策
育成対象者
の人数*1

目標とする
海外売上高*2

 富士通

・30代前半までの若手社員を、海外現地法人
に２～５年間派遣
・20代の若手社員を海外の研修施設に１週間
程度派遣

約220人
（7.3％増）

２兆円
（14.3％増）

 ＮＥＣ

・30代の幹部候補を東軟集団（Neusoft）と
合弁で設立した「日電東軟信息技術」などに
３ヵ月～２年間派遣

・新入社員を海外現地法人に１～２年間派遣

約360人
（数％増）

１兆円
（40.8％増）

 日立製作所

・30代前半までの若手社員を海外の研修施設
に１～２ヵ月間派遣
・入社数年目の若手社員をインドやフィリピ

ンの現地ＩＴベンダーに２～３ヵ月間派遣

約260人*3
（348.2％

増）

8000億円*3
（113.2％増）

 ＮＴＴデータ

・入社２～６年目の若手社員をインドの子会
社に２ヵ月間派遣
・40代前後の中堅社員を海外のビジネスス
クールに約１週間派遣。日本人だけでなく、
海外現地法人が採用した外国人も対象に

約165人
（15.3％増）

3000億円
（328.5％増）

*1 2012年３月期の目標。カッコ内は2011年３月期との比較

*2 NECとNTTデータは2013年３月期、日立は2016年３月期、富士通は2012年３月期。

　　カッコ内はそれぞれの2010年３月期との比較

*3 情報・通信システム社のみ

期待されること

■海外のクラウドに関する企業買収や研究開発の最新動向の情報提供

■関係する省庁間や団体間との調整

■産業に特化したクラウド、社会インフラ等のクラウドによる効率化を

実際に提供する場の創出

■クラウドに関する人材育成等

・多種多様な企業がクラウド市場への参入を進めるなか、米国等の海外企業によるクラウド関連企業の
買収や研究開発の動きが活発化している（※補論２参照）。国内企業は海外企業の動きを十分に認識
し、他企業との効果的な連携も視野に入れつつ、自社の持つ強み（例えば課題先進国としての先進的
な試み）を活かしたサービスを創出するといったことが必要であろう。

・クラウド提供企業では様々なクラウドサービスをインテグレートする人材やユーザー企業の戦略的投
資ニーズ等を開拓する人材、大量のデータを活用する人材等を国際的な視野で育成する必要がある。
他方、ユーザー企業側でもITを活用して、ビジネス自体を高度化することのできるCIOの育成等が求
められる（図表5-1）。既に国内企業の一部では海外案件の開拓や国内ユーザー企業の海外進出に伴
うシステム構築のため、欧米やアジアで活躍できる人材の育成強化を進めており、今後の展開が期待
される（図表5-2）。

・政府にはクラウド提供企業やユーザー企業の事業環境を整える制度設計が求められる。そのためには
、個人情報保護の問題、クラウド提供企業の事業継続性を補完する仕組みや国際間でのデータセンタ
ーのデータ保護についてのルール作り等の課題を克服していく必要があろう。

・また、国内企業からは、海外のクラウドに関する企業買収や研究開発の最新動向等の適切な情報を一
元的に把握し、提供できる機関が必要といった声もある。今後、産業に特化したクラウドや、クラウ
ドによる社会インフラの効率化といった新規市場を創出するためにも、官民一体となった推進体制を
構築する必要があるといえよう。

・そうしたなかで、企業、団体、業種の枠を超え、わが国のクラウドによるサービスの普及・発展を産
学官が連携して推進する組織 「ジャパン・クラウド・コンソーシアム」が10年12月に設立された（
図表5-3）。

・当コンソーシアムは、クラウド関連企業・団体等によるクラウドサービスの普及・発展に向けた様々
な取り組みについて、横断的な情報の共有、新たな課題の抽出、解決に向けた提言活動等を行うこと
を目的としている。6つのワーキンググループにより、3年間を目処に課題認識や導入効果について検
討していく予定である。個別企業だけでは難しい社会インフラ等への新規サービスの実証実験の場の
提供やユーザー企業のIT投資を促進する方策等を検討するといった市場拡大への取り組みが期待され
る。

図表5-2 国内大手企業のグローバル人材育成策と

海外事業の規模

（備考）総務省資料、ジャパン・

クラウド・コンソーシアム資料に

より作成

図表5-3 ジャパン・クラウド・コンソーシアム

（備考）日経コンピューター11年1月6日号により作成

図表5-1 クラウド化により求められる人材像

（備考）日本政策投資銀行作成

クラウドサービス利用者
クラウドサービス提供

者

国

（総務省、経産省等）

地方自治体

大学、関係団体

（NICT、ASPIC等）

ジャパン・クラウド・

コンソーシアム

次世代ｸﾗｳﾄﾞ

ｻｰﾋﾞｽ検討WG

ｸﾗｳﾄﾞﾏｲｸﾞﾚｰ

ｼｮﾝ検討WG

業務連携

ｸﾗｳﾄﾞ検討WG
教育ｸﾗｳﾄﾞWG農業ｸﾗｳﾄﾞWG

健康･医療

ｸﾗｳﾄﾞWG

(幹事)

KDDI
(幹事)

日立

(幹事)

IIJ、日本IBM等

(幹事)

富士通
(幹事)

ASPIC

(幹事)

NTT等
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ユーザー側

ユーザー企業の新たな投資の開拓
ユーザー企業内の収益向上等の戦略的投

資や災害時の事業継続性ニーズの開拓

ビジネスインテリ

ジェンス、BCM等

データを蓄積し、学習することで特定の

社会インフラ等を効率化

社会インフラ

等

エネルギー、環

境、防災、交通等

例
求められる人材像

クラウド提供企業側

■クラウドサービス間（例えば様々なSaaS群）を

インテグレートできる人材

■ビジネス（収益等）に関するITを理解し、ユー

ザー企業の戦略的投資ニーズを開拓できる人材

グ

ロ
ー

バ

ル

な

人

材

CIOの育成

■集約、蓄積される大量のデータをマネジメント

し、活用できる人材

■社会システム自体をデザインし、社会的な効率

化やサービスの高度化をおこなう人材

デジタルリテ

ラシーの向上

農業、医療、教育

等

市場拡大への取り組み 活用場所

ユーザー企業

データを蓄積し、学習することで個々の

産業に特化したサービスを高度化

クラウドによる新規市場の創出



補論１．災害時の安全性や対応等の利点

・クラウドは、企業の事業継続経営（BCM)を支える有力なツールの１つと考えることができる。耐震設
計や自家発電等の防災機能が整ったデータセンター内にサーバーを設置することに加え、自社又はク
ラウド提供企業においてデータセンターを複数保有することによって冗長化が可能となり、災害時に
はデータセンター間で速やかにデータを移行できる。データ分散やバックアップ等も可能であり、リ
スクを分散できる。また、被災によって、既存ITシステム自体がダメージを受けた場合でも、早い段
階での復旧、代替といった対応が従来より迅速にできるというメリットがある（図表-1）。

・クラウドは社会インフラを高度化し、安全性を高めることにも寄与する。例えば公共構築物にセンサ
ーを搭載して、構築物の状態にかかるデータをクラウドにより集約・分析することで、適切な修繕計
画策定等の安全管理システムを構築できる。

・災害時における被災者支援としてもクラウドが活用された。近時の東日本大震災（東北地方太平洋沖
地震）では、クラウド提供企業がNPOや地方自治体等に対して様々なクラウドサービスを無償提供す
ることにより、メール等の情報共有や被害状況の把握、緊急支援物資の管理といったシステム等の迅
速な立ち上げに貢献している（図表-2）。

・また、クラウド提供企業自身によるクラウドの利点を活用した貢献も見られた。被災情報等が掲載さ
れたウェブサイトへアクセスが集中することで閲覧が難しい状況となった際、クラウドを活用して迅
速にミラーサイトを開設したり、サーバーリソースを追加することで処理能力を増強する等により被
災関連の情報受発信機能維持・確保が可能となった（図表-3）。情報受発信機能は、過去の被災時に
比し、大きく進歩したといえよう。

図表-1 災害時の安全性や対応等の利点

今月のトピックス No.159-6（2011年3月23日）

ユーザー企業の事業継続性

■安全性

防災機能（耐震設計、自家発電等）が整ったデータセンターにユー

ザー企業のデータは保管されている。

また、別の地域の代替するデータセンターへデータを移行できる場合

もあり データセンター自体が冗長化され データ分散やバックアッ社会システム等

クラウド

・クラウドは、企業の事業継続経営（BCM)を支える有力なツールの１つと考えることができる。耐震設
計や自家発電等の防災機能が整ったデータセンター内にサーバーを設置することに加え、自社又はク
ラウド提供企業においてデータセンターを複数保有することによって冗長化が可能となり、災害時に
はデータセンター間で速やかにデータを移行できる。データ分散やバックアップ等も可能であり、リ
スクを分散できる。また、被災によって、既存ITシステム自体がダメージを受けた場合でも、早い段
階での復旧、代替といった対応が従来より迅速にできるというメリットがある（図表-1）。

・クラウドは社会インフラを高度化し、安全性を高めることにも寄与する。例えば公共構築物にセンサ
ーを搭載して、構築物の状態にかかるデータをクラウドにより集約・分析することで、適切な修繕計
画策定等の安全管理システムを構築できる。

・災害時における被災者支援としてもクラウドが活用された。近時の東日本大震災（東北地方太平洋沖
地震）では、クラウド提供企業がNPOや地方自治体等に対して様々なクラウドサービスを無償提供す
ることにより、メール等の情報共有や被害状況の把握、緊急支援物資の管理といったシステム等の迅
速な立ち上げに貢献している（図表-2）。

・また、クラウド提供企業自身によるクラウドの利点を活用した貢献も見られた。被災情報等が掲載さ
れたウェブサイトへアクセスが集中することで閲覧が難しい状況となった際、クラウドを活用して迅
速にミラーサイトを開設したり、サーバーリソースを追加することで処理能力を増強する等により被
災関連の情報受発信機能維持・確保が可能となった（図表-3）。情報受発信機能は、過去の被災時に
比し、大きく進歩したといえよう。

（備考）各種資料により作成

図表-1 災害時の安全性や対応等の利点

図表-2 東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）

において無償提供された主なクラウドサービス

図表-3 クラウド提供企業等による被災者支援

（被災者支援サイトやミラーサイトの迅速な構築）
企業名 提供

Google

安否情報登録・確認サイト「Person Finder」

や災害情報や被害状況サイト「Google Crisis

Response」を開設し、被災者支援を実施。

Googleマップ上では、炊き出し実施場所、緊

急避難場所等を記したものや本田技研工業と

連携し被災地近辺の道路通行実績を確認でき

る「自動車・通行実績情報マップ」を提供

Amazon Web Serviceと

AWS User Group Japan

ITリソースの調達やクラウドサービスの無料

枠を通じて支援を展開。例えば、アクセス集

中により接続が不安定になったウェブサイト

や、有用な情報提供のために公開するウェブ

サイトでJAWS-UGのコミュニティメンバーが

データ移行やシステム構築を支援

さくらインターネット

震災情報等を提供するウェブサイトへのアク

セス集中によるサーバー運用停止等リスクを

回避するため、ミラーサイト（代替サイト）

を提供

インターネットイニシ

アティブ

被災地域の自治体ウェブサイトへのアクセス

集中や、被災環境下で思うようにシステム増

強ができない自治体が存在する状態を想定

し、ミラーサイトを提供

ヤフー

支援首相官邸サイト等の公共性の高いウェブ

サイトへのアクセス負荷軽減等を目的に

キャッシュサイトを提供

企業名 提供

Google

ソフトバン

クテレコム

Eメールなどが使用不可となった企業、各種団体を対象にEメールのほか

スケジュール管理等のグループウェア機能を搭載したクラウド型のアプ

リケーションサービス「Google Apps for Business 1年間無料提供プロ

グラム」を実施

日本IBM

「東北地方太平洋沖地震対策 IBM Smart Business Cloud 無償提供プロ

グラム」等を実施し、公共性の高い緊急情報提供向けサーバーが必要な

地方公共団体等へ提供

日本マイク

ロソフト

アクセス集中回避や緊急情報提供用 ウェブサイト構築等に対して

「Windows Azure Platform」を提供することやメールや緊急支援物資管

理等の用途にクラウドサービス「Exchange Online」「SharePoint

Online」「Lync Online」「Dynamics CRM Online」を公共団体等へ提供

NTTコミュニ

ケーション

ズ

被災者支援情報等を提供するウェブサイトへアクセスが集中した際に、

クラウド型ホスティング「Bizホスティング」によりサーバーリソースを

提供

富士通

「東北地方太平洋沖地震 クラウド/保守サービス特別ご支援プログラ

ム」により、「オンデマンド仮想システムサービス」等を提供すること

や安否確認等のSaaSを公共団体や企業等へ提供

セールス

フォース・

ドットコム

安否や被害状況把握のためなどの管理データベースを必要とする企業や

団体などを対象にSalesforce CRMを提供

インター

ネットイニ

シアティブ

公共団体等を対象として、クラウド型グループウェアサービス「IIJ GIO

サイボウズ ガルーン SaaS」や情報配信基盤として「IIJ GIOホスティン

グパッケージサービス」を提供

日本ヒュー

レット・

パッカード

公共団体等へIaaSサービス 「グローバルクラウドサービス」や企業等へ

はSaaS型のWebオンライン会議システム「HP Virtual Rooms」等を提供
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ユーザー企業の事業継続性

■安全性

防災機能（耐震設計、自家発電等）が整ったデータセンターにユー

ザー企業のデータは保管されている。

また、別の地域の代替するデータセンターへデータを移行できる場合

もあり、データセンター自体が冗長化され、データ分散やバックアッ

プ等を担保し、リスクを分散できる。

■災害時の対応（被災時のリソース）

ユーザー企業が被災した場合でも、データセンターからサービスが提

供されることや既存ITシステムが損壊した場合でも、早い段階で代替

できる（例えば、スケジュール管理やWEB会議システムを構築し、社

員内での情報共有を迅速に再開できる）。

社会システム等

■安全性

社会インフラ（公共構造物等）を高度化し、安全性を高めることが

できる。

■災害時の対応（被災者支援）

・公共団体等へクラウドによる情報共有システム提供

・安否確認等の被災者支援サイト等の迅速な立ち上げ

・情報提供サイトへのアクセス集中によるサーバー運用停止等のリ

スク回避（ミラーサイトやサーバー処理能力増強等）

クラウド

（備考）日本政策投資銀行作成



補論２．国内企業や海外企業の買収等の動向

・国内のクラウド提供企業は米国等の海外企業に比べて、自己資本に占める純有利子負債の割合が高く
、EBITDAマージンは低い傾向にあり、手元流動性が潤沢でないといえる（図表-1、3）。また、海外
企業に比べて国内企業によるクラウドに関連する企業への投資や買収の事例は少なく、買収動向をみ
ても、関係子会社再編や連携強化を中心に行っている模様である。

・また、海外企業に比べて、売上高に占める研究開発費の比率は全般的に低い傾向にある。そのなかで
、大手ハードウェア会社は比較的高いが、多額の研究開発費を必要とする分野等幅広く事業展開して
いることが一因であろう（図表-2、4）。

・一方、米国等の海外企業は、クラウドに関連する技術開発を行う企業やサービスを提供する企業等へ
の投資・買収が活発化している。手元資金が潤沢で、高い水準のEBITDAマージンを確保している企業
ほど、事業範囲の拡大や自社の強みをより深化させる方向で、スピード感を持って買収を進めている
ように見受けられる。また、売上高に占める研究開発費の割合も高く、クラウドに関する研究開発を
積極的に進めている模様である（図表-5）。

・このような状況のなか、国内のSI企業等は広がりゆくクラウド市場で競争力を強化するために、速や
かな財務体質の改善を行うと同時に、自社の戦略にあわせた他企業との連携検討や、日本特有の課題
への対応経験を活かした国際競争力のあるシステムやソフトウェアの開発を進める必要があろう。

日立

NEC

富士通

NTTデータ

野村総合

研究所

IT

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
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図表-1 国内企業のEBITDAと純有利子負債 図表-2 国内企業の研究開発費の動向
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・国内のクラウド提供企業は米国等の海外企業に比べて、自己資本に占める純有利子負債の割合が高く
、EBITDAマージンは低い傾向にあり、手元流動性が潤沢でないといえる（図表-1、3）。また、海外
企業に比べて国内企業によるクラウドに関連する企業への投資や買収の事例は少なく、買収動向をみ
ても、関係子会社再編や連携強化を中心に行っている模様である。

・また、海外企業に比べて、売上高に占める研究開発費の比率は全般的に低い傾向にある。そのなかで
、大手ハードウェア会社は比較的高いが、多額の研究開発費を必要とする分野等幅広く事業展開して
いることが一因であろう（図表-2、4）。

・一方、米国等の海外企業は、クラウドに関連する技術開発を行う企業やサービスを提供する企業等へ
の投資・買収が活発化している。手元資金が潤沢で、高い水準のEBITDAマージンを確保している企業
ほど、事業範囲の拡大や自社の強みをより深化させる方向で、スピード感を持って買収を進めている
ように見受けられる。また、売上高に占める研究開発費の割合も高く、クラウドに関する研究開発を
積極的に進めている模様である（図表-5）。

・このような状況のなか、国内のSI企業等は広がりゆくクラウド市場で競争力を強化するために、速や
かな財務体質の改善を行うと同時に、自社の戦略にあわせた他企業との連携検討や、日本特有の課題
への対応経験を活かした国際競争力のあるシステムやソフトウェアの開発を進める必要があろう。
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図表-3 海外企業のEBITDAと純有利子負債

図表-1 国内企業のEBITDAと純有利子負債

図表-4 海外企業の研究開発費の動向

図表-2 国内企業の研究開発費の動向

図表-5 海外企業のクラウドに関する動向

（備考）各種資料により作成 [産業調査部 德田 愼治]

（備考）Oracleは10年5月期、Microsoftは10年6月期、HPは10年10月期、Google、Amazon、AT&T、Verizon、IBM、SAPは10年12月

期、Salesforce、Dellは11年1月期の決算資料等により作成

（備考）大塚商会は10年12月期、その他は10年3月期の決算資料等により作成
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(Verizonの研究開発費は不明）
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海外企業 クラウドに関する最近の主な動き 海外企業 クラウドに関する最近の主な動き

IBM

■「IBM Smarter Cities Challengeプログラム」で世界の24都市を選

出し、スマートシティ化の方法を分析し提案する（11年3月）。

■Netezza（10年11月）を買収し、BI分野を強化、クラウド向けに

サーバー最適化を行うネットワークスイッチ会社のBLADE Network

Technologies（10年10月）を買収。

HP

■法人や個人が対象のクラウドサービスを12年までに開始することや研

究開発費の増額、販売担当者の増員を発表（11年3月）。

■HPはセキュリティプラットフォームを提供するArcSight（10年10

月）、外部記憶装置メーカーの3PAR（10年9月）等を買収し、クラウド

を包括的に提供するための体制を強化している。また、大量データ分析

会社Vertica Systemsの買収を予定（11年2-4月）。

Microsoft

■中小企業を主に対象にしたIT資産管理サービス「Windows Intune」

を開始（11年3月）、サービス医療情報システムを提供するAthebna

healthと合弁会社を設立（11年2月）、クラウド等モニタリング企業

AVIcode(10年10月）等の買収等により、クラウド事業の強化を図る。

Dell

■ITサービスを提供するPerot Systems(09年11月）、クラウド関連企業

Boomi（10年11月）を買収し、クラウド戦略の強化を図る。また、医療

用クラウドを開発するInSite Oneや仮想化ストレージ企業Compellentを

買収すると発表。

Verizon
■クラウドサービスや管理サービスを提供するデータセンター会社

Terremark買収表明（11年1月発表）し、クラウド戦略を加速。
Amazon

■東京都内にデータセンターを開設し、IaaSなどのサービス提供を開始

（11年3月）。
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